
 

 

認可の条件 

 

郵便事業株式会社の収入構造の多角化及び経営基盤の強化の目的は、ユニバ

ーサルサービスである郵便業務の維持・支援を行うことにある。また、既存の

業務に大きな変化をもたらす組織再編を行う場合には、利用者利便性への影響

及び他の民間企業との競争条件の公正性の確保にも配慮することが必要である。 

修正認可としたJPエクスプレス株式会社に係る宅配便事業統合計画（以下「統

合計画」という。）については、以下の事項を認可条件とし、各認可条件の履行

状況は、適宜、報告を行うこととする。 

なお、統合計画が固まった段階で、平成 21 事業年度事業計画変更認可申請を

行うこととする。 

 

１ 郵便業務に与える影響 

【郵便業務の収支に与える影響】 

（JP エクスプレス株式会社との間の受委託手数料の設定方法） 

○ 過疎地等における集配業務等、JP エクスプレス株式会社と郵便事業株

式会社の間で授受する受委託手数料については、受託に伴う受託会社の

発生コストに適正な利潤を加味した水準が回収されるよう、手数料算定

方法及びコスト回収方法を決定すること。 

○ JP エクスプレス株式会社が郵便局株式会社に委託を行う場合の委託手

数料は、郵便事業株式会社と郵便局株式会社との間で合意した宅配便事

業統合前のゆうパック業務の手数料体系及び水準を勘案し、宅配便事業

統合前と大きく変化しないよう、決定すること。 

（統合計画の確定と郵便業務収支の影響分析） 

○ 統合計画における設備投資及び要員計画（受託に伴う必要労働力及び

出向者が郵便事業株式会社に復帰した後の措置も含む。）等を確定し、郵

便業務収支に与える影響を分析すること。 

（ユニバーサルサービスコスト算定への協力） 

○ ユニバーサルサービスコストの把握は、新規業務への進出の適否に係る

行政判断の重要なデータであるが、当該コスト算定に必要なデータ（経営

データを含む。なお、データがない場合はサンプル調査により取得するこ

と。）及び業務運行情報等を提出すること。 

 

【郵便業務の業務運行に与える影響】 

（業務の確定と職員の訓練） 

○ 統合計画の実施において、郵便事業株式会社の支店レベルでの業務運

行に混乱・支障がないよう、JP エクスプレス株式会社との受委託による

業務手順・ルール等を早期に確定するとともに、職員の訓練期間を十分 

に設ける等、必要な措置を講じること。 

別紙２ 



（信書の秘密の保持） 

○ 郵便事業株式会社の支店の一部を JPエクスプレス株式会社に賃貸借す

る場合には、信書の秘密が侵害されることのないよう措置すること。 

 

２ 利用者利便性に与える影響 

○ 利用者アクセス、料金水準及び役務提供エリア等の観点から、宅配便

事業統合前の利用者利便性が総体的に確保されるよう措置すること。 

○ 宅配便事業統合完了後において、利用者の混乱が最小限となるよう、

日本通運㈱から承継した取次店等において扱うことができない商品及び

サービスがある場合には、郵便事業株式会社の支店と同等の商品等の提

供ができるよう努力をすること。 

 

３ 内部相互補助の管理等 

（競争条件のイコールフッティング確保のための管理体制の見直し）  

○ 郵便事業株式会社が新規業務へ本格的に進出する準備として、他の民

間宅配便事業者等との競争条件のイコールフッティングを確保するため、

「郵便業務」と「その他の業務」との間の財務上の区分がより明確とな

るよう、管理体制の見直しを行うこと。 

（業務区分経理方法の厳格化と結果の公表） 

○ 上記の具体的措置に先立ち、当面の措置として、「郵便業務」と「その

他の業務」と間の業務区分経理方法の厳格化（「その他の業務」について

は、累積損益管理も含む。）を図るとともに、その結果を公表すること（な

お、業務区分経理方法の厳格化等のあり方については、当省における専

門家で構成される研究会においても検討を行っているところであるため、

その検討に必要なデータ及び情報（管理会計上の処理方法を含む。）等を

提出すること。）。 

（経営改善計画の策定） 

○ 「その他の業務」が累積損失となる事業年度においては、当該年度の

事業計画において、累積損失を解消・縮小する経営改善計画を策定する

こと。 

 

４ ネットワーク活用のあり方 

○ 国民共有の財産である郵便事業株式会社の郵便及び荷物ネットワーク

の活用のあり方について、今後の対応等の基本的考え方を整理すること。 

 

上記認可条件が十分に履行されない場合又は郵便事業株式会社が予定してい

る本年 8月の個別譲渡開始の時点で 10月の統合が不可能と判断される場合には、

4 月に行う出資金の引上げ等を内容とする統合計画の抜本的な見直しを行うと

ともに、見直し後の計画は、事業計画変更認可申請を行うこと。 

 


